
◎特定非営利活動促進法の一部を改正する法律 
（令和二年一二月九日法律第七二号）（衆）   

一、 提案理由（令和二年一一月二四日・衆議院本会議） 

○木原誠二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明申

し上げます。 

 本案は、特定非営利活動法人の設立を促進するとともに、特定非営利活動促進法に基

づく事務等の簡素化及び合理化を図るため、設立認証の申請手続における添付書類の縦

覧期間を短縮し、及び書類の閲覧等の際の個人の住所等に係る記載の部分の除外につい

て定めるとともに、認定特定非営利活動法人等が所轄庁に提出する書類の一部を削減す

る等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る十一月二十日の内閣委員会において、全会一致をもって委員会提出の法

律案とすることに決したものであります。 

 何とぞ速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、 参議院内閣委員長報告（令和二年一二月二日） 

○森屋宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、特定非営利活動法人の設立を促進するとともに、事務及び業務の簡素化

及び合理化を図るため、特定非営利活動法人の認証の申請手続における必要書類の縦覧

期間を短縮し、及び書類の閲覧又は謄写の際の個人の住所又は居所に係る記載の部分の

除外について定めるとともに、認定特定非営利活動法人等が所轄庁に提出する書類の一

部を削減する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、ＮＰＯ活動の活性化と透明性の確保等について質疑が行われ

ましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


